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令和５年度地域型住宅グリーン化事業補助金交付申請等における留意点 
 
 
 
 

令和４年度地域型住宅グリーン化事業からの主な変更点等の概要を以下に記載します。 

（1）補助金活用方法について 

補助金活用の方法は、「こどもエコすまい支援事業（募集要領【別紙２】）を活用する方法

（以下、【こどもエコ活用タイプ】という。）」と「令和 4年度まで実施してきた補助方法

（以下、【通常タイプ】という。）」の 2種類とし、いずれかを物件毎に選択します。 

①【こどもエコ活用タイプ】 

対象住宅（認定長期優良住宅等）に、こどもエコすまい支援事業の補助金（定額 100万

円）を活用しつつ、さらに加算部分（地域材加算等）の補助金を上乗せするタイプです。住

宅本体部分について、こどもエコすまい支援事業の要件と着手時期等の本事業の要件を満た

すことが条件になります。 

なお、交付申請期限前でも、本事業及びこどもエコすまい支援事業の予算の執行状況によ

り受付を締め切ることがあります。特に、こどもエコすまい支援事業は、本事業より先行し

て先着順の交付申請が開始されていることに十分ご留意ください。こどもエコすまい支援事

業の予算の執行状況については当該事業のＨＰにてご確認ください。 

②【通常タイプ 】 

住宅本体部分と加算部分を併せて補助します。なお、交付申請期限前でも、本事業の予算

の執行状況により受付を締め切ることがあります。 

⇒《2.3補助額》 

 

（2）補助対象とならない住宅 

ZEH水準未満の住宅と ZEH水準以上であっても壁量計算等による耐震等級１の住宅は、補

助の対象となりません。 

 

（3）ゼロ・エネルギー住宅型と高度省エネ型の統合について 

下表の通り高度省エネ型をゼロ・エネルギー住宅型に統合します。 

令和５年度 令和４年度 

型、区分 住宅の性能 型、区分 住宅の性能 

ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
住
宅
型 

ゼロ・エネルギー
住宅型・長期対応 

ZEH、Nearly ZEH ゼ
ロ
・
エ
ネ
ル
ギ

ー
住
宅
型 

ゼロ・エネルギー住
宅型・長期対応 

ゼロ・エネルギー住宅（ZEH、
Nearly ZEH） 

ゼロ・エネルギー
住宅型・ZEH 

ZEH、Nearly ZEH 
ゼロ・エネルギー住
宅型・構造対応 

ゼロ・エネルギー住宅（ZEH、
Nearly ZEH）、ZEH Oriented 

  ゼロ・エネルギー住
宅型 ※1 

ゼロ・エネルギー住宅（ZEH、
Nearly ZEH）、ZEH Oriented 

ゼロ・エネルギー
住宅型・低炭素 

ZEH Oriented、
認定低炭素住宅 

高
度
省
エ
ネ
型 

高度省エネ型・ZEH
水準・構造対応 

認定低炭素住宅 

  高度省エネ型・ZEH
水準 ※1 

認定低炭素住宅 

  高度省エネ型 ※2 認定低炭素住宅 

※1 ZEH 又は ZEH 水準の住宅、かつ「耐震等級１水準の住宅」 
※2 ZEH 水準未満の住宅 

注意！【こどもエコ活用タイプ】は、こどもエコすまい支援事業の受付終了にともない、

本事業においても物件登録及び交付申請の受付は終了しています。 
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(4)請負契約による住宅の着手の定義変更と契約締結時期の制限廃止 

請負契約による住宅について、請負契約の締結をもって「着手」としていましたが、根切

工事又は基礎杭打ち工事に係る工事の開始（＝着工）をもって「着手」とします。着工前に

請負契約を締結したものであれば、請負契約締結日に対する制限は設けません。 

⇒《3.5着手・着工・完了について》 

 

(5)着工後の物件登録について 

すべての期間において、物件登録は、契約済かつ着工済の住宅を対象とします。着工前の

物件登録は無効となります。また、これまで同様、採択日より前に着工した住宅は補助の対

象となりませんので、ご注意ください。 

⇒《2.4グループへの配分方式について》 

 

(6)施工事業者の制限の緩和及び補助対象となる経費の扱いについて  

令和 4年度までゼロ・エネルギー住宅型及び高度省エネ型で設けていた施工事業者に対す

る制限（外皮計算、一次エネルギー計算に寄与する工事は施工事業者に限定）を廃止し、本

事業すべての住宅タイプで補助対象の工事に関する施工事業者の制限を統一します。 

また、補助対象の経費を含む工事を施工事業者以外が行った場合は、経費に算入できない

こととします。本事業のすべての住宅タイプ共通の扱いとなりますので、要件、提出書類等

の不備がないよう施工事業者による確認を徹底願います。契約形態等に係る制限について、

前年との比較は下表の通りです。 

⇒《2.2.1共通要件 (9)契約形態に係る制限について》 

⇒《2.6補助対象となる経費》 

 令和５年度 令和４年度 

施工事業者の制限 
≪共通≫ 

元請けであり、かつ全体工事
費の過半を請け負うこと 

元請けであり、かつ全体工事費
の過半を請け負うこと 

分離発注の制限 
≪共通≫ 

補助対象経費を含む工事であ
っても、分離発注した契約額
は補助対象経費への算入不可 

補助対象経費を含む工事であっ
ても、分離発注した契約額は補
助対象経費への算入可（次行を
除く） 

計算に寄与する工事の制
限（ゼロ・エネルギー住
宅型、高度省エネ型） 

≪廃止≫ 
外皮計算、一次エネルギー計算
に寄与する工事は施工事業者が
行うこと（分離発注不可） 

 

(7)加算種類の変更について 

Ⅰ期では、令和 4年度まで実施していた「若者・子育て世帯加算」は休止します。ただ

し、【こどもエコ活用タイプ】と【通常タイプ】の上限額の差で実質的に支援します。 

Ⅱ期では、「若者・子育て世帯加算」を再開します。これにより【通常タイプ】の区分別

補助金一覧の選択肢を見直しています。なお、加算の組み合わせには制限がありますので、

同一覧の脚注を参照ください。 

また、主要構造材（柱・梁・桁・土台）の全てにおいて地域材を使用した場合の「地域材

加算（全て）」を新設します。 

⇒《2.3.1こどもエコ活用タイプ (2)加算措置部分の補助金額》 

⇒《2.3.2通常タイプ（2）加算措置部分を加えた補助金額》 

⇒《2.2.3個別要件 (4)加算措置 f)若者子育て世帯加算》 
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 (8)補助額の変更について 

①【こどもエコ活用タイプ】の場合 

加算措置を含めた 補助金額は下表の通りです。なお、表に記載の金額には、こどもエコ

すまい支援事業（定額 100万円）が含まれています。 

平成 27～令和 4 年度の 8年間の本事業において長寿命型（長期優良住宅）、ゼロ・エネル

ギー住宅型（ZEHと Nearly ZEHと ZEH Orientedの合計です。なお認定低炭素住宅は除きま

す）の各々の補助金を活用した実績  が３戸以下の場合に活用できる枠（以下、「未経験

枠」という。）と実績に関わらず活用できる枠（以下、「制限なし枠」という。）とで補助金

額は異なりますのでご注意ください。 

区分 

（住宅の性能） 
活用実績 

a)～e)の加算

措置を２つ以

上利用※１ 

a)、c)、e)のいず

れかの加算措

置の利用※１ 

b)、d)のいず

れかの加算措

置の利用※１ 

加算の 

利用無し 

①長寿命型 

（認定長期優良住宅） 

未経験枠 135万円 125万円 115万円 

※2 

制限なし枠 125万円 115万円 105万円 

②-1ゼロ・エネルギー住宅型・ 

長期対応(ZEH、Nearly ZEH) 

未経験枠 140万円 130万円 120万円 

制限なし枠 130万円 120万円 110万円 

②-2ゼロ・エネルギー住宅型・ 

ZEH(ZEH、Nearly ZEH) 

未経験枠 135万円 125万円 115万円 

制限なし枠 125万円 115万円 105万円 

②-3ゼロ・エネルギー住宅型・ 

低炭素（ZEH Oriented、 

認定低炭素住宅） 

未経験枠 110万円 ※2 ※2 

制限なし枠 ※2 ※2 ※2 

※1 a)は地域材加算（全て）、b)は地域材加算（過半）、c)は三世代同居加算、d)は地域住文化
加算、e)はバリアフリー加算とします。なお、a)と b)を併用することはできません。 

※2 こちらに該当する場合には、こどもエコすまい支援事業単独での活用をご検討ください。 

②【通常タイプ】の場合 

本体部分（70万円）に加算措置を合算した本事業における補助金額は下表の通りです。な

お、未経験枠と制限なし枠で補助金額は異なりますのでご注意ください。 

区分 

（住宅の性能） 
活用実績 

a)～f)の加算

措置を２つ以

上利用※１ 

a)、c)、e)、f)のい

ずれかの加算

措置の利用※１ 

b)、d)のいず

れかの加算措

置の利用※１ 

加算の 

利用無し 

①長寿命型 

（認定長期優良住宅） 

未経験枠 105万円 95万円 85万円 70万円 

制限なし枠 95万円 85万円 75万円 70万円 

②-1ゼロ・エネルギー住宅型・ 

長期対応(ZEH、Nearly ZEH) 

未経験枠 110万円 100万円 90万円 70万円 

制限なし枠 100万円 90万円 80万円 70万円 

②-2ゼロ・エネルギー住宅型・ 

ZEH(ZEH、Nearly ZEH) 

未経験枠 105万円 95万円 85万円 70万円 

制限なし枠 95万円 85万円 75万円 70万円 

②-3ゼロ・エネルギー住宅型・ 

低炭素（ZEH Oriented、 

認定低炭素住宅） 

未経験枠 80万円 (70万円)※2 (70万円)※2 70万円 

制限なし枠 (70万円)※2 (70万円)※2 (70万円)※2 70万円 

※1 a)は地域材加算（全て）、b)は地域材加算（過半）、c)は三世代同居加算、d)は地域住文化
加算、e)はバリアフリー加算、f)は若者・子育て世帯加算とします。なお、a)と b) の併用、
c)と f)の併用はできません。 

※2 （70 万円）の枠に加算措置はありません。 
 

⇒《2.3補助額》 

 

(9)施工事業者 1社が受けられる補助金活用戸数の上限について 
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施工事業者 1社が受けられる補助金の上限戸数は下表のとおりです。 

 
長寿命型 

ゼロ・エネルギー 
住宅型 

上限戸数 ７戸 ７戸 

⇒《2.5施工事業者 1社が受けられる補助金活用戸数の上限》 

 

(10)交付申請、完了実績報告の手続きについて 

認定長期優良住宅の認定書、認定低炭素住宅の認定書、BELS評価書等のＺＥＨ水準等の確

認書類は交付申請時に提出していただきます。 

売買契約による住宅は、交付申請時  に対象住宅の売買契約書を提出していただきます。 

なお、【こどもエコ活用タイプ】の場合、こどもエコすまい支援事業の手続きに規定され

る書類の提出が必要であることにご注意ください。詳しくは、こどもエコすまい支援事業の

ホームページまたは交付申請等の要件について(交付申請の手引き)をご確認ください。 

⇒《2.3補助額》 

 

(11)ゼロ・エネルギー住宅型の延べ面積制限の導入について 

ゼロ・エネルギー住宅型（ZEH、Nearly ZEH、ZEH Oriented及び認定低炭素住宅）におい

て、対象住宅（認定低炭素住宅における共同住宅等の場合は対象住戸）の延べ面積の下限を

50 ㎡とします。 

従って、延べ面積 50㎡未満の住宅又は住戸は、補助の対象となりません。 

また、ZEHの BELS評価基準及び認定低炭素住宅の認定基準においては延べ面積に制限があ

りませんので、評価書や認定書を取得することができたとしても延べ面積 50㎡未満の住宅

又は住戸は本事業においては対象とならないことにご注意ください。 

⇒《2.2.3個別要件（2）ゼロ・エネルギー住宅型（ZEH、Nearly ZEH、ZEH Oriented）③》 

⇒《2.2.3個別要件（3）ゼロ・エネルギー住宅型（認定低炭素住宅）②》 

 

(12)「工事請負契約や売買契約に基づく支払い記録」について選択肢を増やしました 

⇒《マニュアル第２章、及びマニュアル第３章 4.2.1完了実績報告の提出書類》 

 

(13) 物件登録及び交付申請時期の追加について 

   Ⅲ期（先着順）を令和６年３月（予定）から実施する予定です。詳細は後日公表しま

す。 

⇒《2.4.3先着順方式（Ⅲ期）について》 

 

 


